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○ 経 済 産 業 省 ・ 財 務 省 ・ 内 閣 府 関 係 株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 法 施 行 規 則 第 八 十 三 条 第 一 項 第 五 号 ニ 、 第 八 十 四 条 第 三 号 ハ 及 び 第 八 十 六 条 の

規 定 に 基 づ き 、 自 己 資 本 の 充 実 の 状 況 等 に つ い て 経 済 産 業 大 臣 、 財 務 大 臣 及 び 金 融 庁 長 官 が 別 に 定 め る 事 項 （ 平 成 二 十 年 金 融 庁 ・ 財 務 省 ・ 経

済 産 業 省 告 示 第 三 号 ）

改 正 案 現 行

（ ） （ ）単体自己資本比率を算出する場合における事業年度の開示事項 単体自己資本比率を算出する場合における事業年度の開示事項

第二条経済産業省・財務省・内閣府関係株式会社商工組合中央金庫第二条経済産業省・財務省・内閣府関係株式会社商工組合中央金庫

法施行規則平成二十年内閣府・財務省・経済産業省令第一号以法施行規則平成二十年内閣府・財務省・経済産業省令第一号以（ （。 。

下規則という第八十三条第一項第五号ニに規定する自己資下規則という第八十三条第一項第五号ニに規定する自己資「 」 ） 「 」 ）。 。

本の充実の状況について経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が本の充実の状況について経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が、 、

別に定める事項直近の二事業年度に係るものに限るは自己別に定める事項のうち事業年度に係る説明書類に記載すべき事項（ ）。 、 、

資本の構成に関する開示事項定性的な開示事項及び定量的な開示は次項に定める自己資本の構成に関する開示事項第三項に定め、 、 、

事項とする る定性的な開示事項及び第四項に定める定量的な開示事項とする。 。

２前項の自己資本の構成に関する開示事項は別紙様式第一号によ２自己資本の構成に関する開示事項は別紙様式第一号により作成、 、

り作成しなければならない しなければならない。 。

３第一項の定性的な開示事項は次に掲げる事項とする ３定性的な開示事項は次の各号に掲げる事項とする、 。 、 。

（ ） （ ）一九略 一九略～ ～

十貸借対照表の科目が自己資本の構成に関する開示事項である別十貸借対照表の科目が前項に定める自己資本の構成に関する開示

紙様式第一号に記載する項目のいずれに相当するかについての説事項である別紙様式第一号に記載する項目のいずれに相当するか

明 についての説明

４第一項の定量的な開示事項は次に掲げる事項とする ４定量的な開示事項は次の各号に掲げる事項とする、 。 、 。

（ ） （ ）一略 一略
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二信用リスク信用リスク・アセットのみなし計算が適用される二信用リスク信用リスク・アセットのみなし計算が適用される（ （

エクスポジャ及び証券化エクスポジャを除くに関すエクスポジャ及び証券化エクスポジャを除くに関す） ）ー ー ー ー 。 ー ー ー ー 。

る次に掲げる事項 る次に掲げる事項

（ ） （ ）イホ イホ略～ 略 ～

ヘ標準的手法が適用されるエクスポジャについてリスクヘ標準的手法が適用されるエクスポジャについてリスクー ー 、 ー ー 、

・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した ・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した

後の残高格付が付与されている信用供与の割合が信用供与の 後の残高格付が付与されている信用供与の割合が信用供与の（ （

額全体の一パセント未満である場合には区分を要しない 額全体の一パセント未満である場合には区分を要しないー 、 。 ー 、 。

並びに自己資本比率告示第六十条第二項第二号第百六十条 並びに自己資本比率告示第六十条第二項第二号第百六条） ）、 、 、

第二項第二号及び第二百三十条第一項自己資本比率告示第百 第百六十条第二項第二号及び第二百三十条自己資本比率告示（ （

六条第百八条及び第百十七条第一項において準用する場合に 第百八条及び第百十七条第一項において準用する場合に限る、 。

限るの規定により千二百五十パセントのリスク・ウェイ の規定により千二百五十パセントのリスク・ウェイトが適） ）。 ー ー

トが適用されるエクスポジャの額 用されるエクスポジャの額ー ー ー ー

（ ） （ ）ト略 ト略

チ内部格付手法が適用されるポトフォリオについて次に掲チ内部格付手法が適用されるポトフォリオについて次に掲ー 、 ー 、

げるエクスポジャの区分に応じそれぞれ次に定める事項 げる事項信用リスク削減手法を用いた場合はこれを反映す（ー ー 、 、

（ ）信用リスク削減手法を用いた場合はこれを反映するものと るものとする、 。

）する。

(1) (3) （ ） (1) (3) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）リ略 リ略

ヌ内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポジャソヌ内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポジャソー ー、 ー ー、

ブリン向けエクスポジャ金融機関等向けエクスポジャ ブリン向けエクスポジャ金融機関等向けエクスポジャー ー、 ー ー ー、 ー

方式を適用する株式等エクスポジャ居住用 方式を適用する株式等エクスポジャ居住用PD/LGD PD/LGDー、 ー ー、 ー、 ー ー、
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不動産向けエクスポジャ適格リボルビング型リテル向 不動産向けエクスポジャ適格リボルビング型リテル向ー ー、 ー ー ー、 ー

けエクスポジャ及びその他リテル向けエクスポジャ けエクスポジャ及びその他リテル向けエクスポジャー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ごとの長期にわたる損失額の推計値と実績値との対比 ごとの長期にわたる損失額の推計値と実績値の対比

三信用リスク削減手法に関する次に掲げる事項 三信用リスク削減手法に関する次に掲げる事項

イ標準的手法又は基礎的内部格付手法内部格付手法のうち イ標準的手法又は基礎的内部格付手法が適用されるポトフォ（ 、 ー

事業法人等向けエクスポジャについて及びの リオについて次に掲げる信用リスク削減手法が適用されたエLGD EADー ー 、

自金庫推計値を用いない手法をいう以下同じが適用され クスポジャ信用リスク削減手法の効果が勘案された部分） （。 。 ー ー

るポトフォリオについて次に掲げる信用リスク削減手法が に限るの額包括的手法を採用しかつボラティリティ） （ー 、 。 、 、

適用されたエクスポジャ信用リスク削減手法の効果が勘 調整率によるエクスポジャの額の上方調整を行っている場（ー ー ー ー

案された部分に限るの額包括的手法を採用しかつボ 合は当該上方調整額に相当する額を減額した額基礎的内） （ ） （。 、 、 、

ラティリティ調整率によるエクスポジャの額の上方調整を 部格付手法が適用されるポトフォリオについては事業法人ー ー ー 、

行っている場合は当該上方調整額に相当する額を減額した額 向けエクスポジャソブリン向けエクスポジャ及び金、 ー ー、 ー ー

基礎的内部格付手法が適用されるポトフォリオについて 融機関等向けエクスポジャごとに開示することを要する） （ ー ー ー 。

）は事業法人向けエクスポジャソブリン向けエクスポ、 ー ー、 ー

ジャ及び金融機関等向けエクスポジャごとに開示するこー ー ー

）とを要する。

(1) （ ） (1) （ ）略 略

適格資産担保基礎的内部格付手法が適用されるポト 適格資産担保商工組合中央金庫が基礎的内部格付手法(2) （ (2) （ー

） ）フォリオに係るものに限る を採用する場合に限る。 。

（ ） （ ）ロ略 ロ略

（ ） （ ）四略 四略

五証券化エクスポジャに関する次に掲げる事項 五証券化エクスポジャに関する次に掲げる事項ー ー ー ー

イ商工組合中央金庫がオリジネタである場合における信用イ商工組合中央金庫がオリジネタである場合における信用ー ー ー ー
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リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポジャに リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポジャにー ー ー ー

関する次に掲げる事項 関する次に掲げる事項

(1) (8) （ ） (1) (8) （ ）略 略～ ～

自己資本比率告示第二百三十条第一項の規定により千二 自己資本比率告示第二百三十条の規定により千二百五十(9) (9)

百五十パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エ パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー ー

クスポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳 ジャの額及び主な原資産の種類別の内訳ー ー ー ー

(10) (12) （ ） (10) (12) （ ）略 略～ ～

ロ商工組合中央金庫が投資家である場合における信用リスク・ロ商工組合中央金庫が投資家である場合における信用リスク・

アセットの算出対象となる証券化エクスポジャに関する次 アセットの算出対象となる証券化エクスポジャに関する次ー ー ー ー

に掲げる事項 に掲げる事項

(1) ・(2) （ ） (1) ・(2) （ ）略 略

自己資本比率告示第二百三十条第一項の規定により千二 自己資本比率告示第二百三十条の規定により千二百五十(3) (3)

百五十パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エ パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー ー

クスポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳 ジャの額及び主な原資産の種類別の内訳ー ー ー ー

(4) ・(5) （ ） (4) ・(5) （ ）略 略

ハ商工組合中央金庫がオリジネタである場合におけるマ ハ商工組合中央金庫がオリジネタである場合におけるマー ー ー ー ー ー

ケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャ ケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャー ー

に関する次に掲げる事項 に関する次に掲げる事項ー ー

(1) (8) （ ） (1) (8) （ ）略 略～ ～

自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項において読 自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項の規定によ(9) (9)

み替えて準用する自己資本比率告示第二百三十条第一項第 り百パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エク（ ー

二号を除くの規定により百パセントのリスク・ウェイ スポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳）。 ー ー ー

トが適用される証券化エクスポジャの額及び主な原資産ー ー
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の種類別の内訳

(10) （ ） (10) （ ）略 略

ニ商工組合中央金庫が投資家である場合におけるマケット・ニ商工組合中央金庫が投資家である場合におけるマケット・ー ー

リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャに関す リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャに関すー ー ー ー

る次に掲げる事項 る次に掲げる事項

(1) (3) （ ） (1) (3) （ ）略 略～ ～

自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項において読 自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項の規定によ(4) (4)

み替えて準用する自己資本比率告示第二百三十条第一項第 り百パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エク（ ー

二号を除くの規定により百パセントのリスク・ウェイ スポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳）。 ー ー ー

トが適用される証券化エクスポジャの額及び主な原資産ー ー

の種類別の内訳

（ ） （ ）六 六略略

（ （七出資等又は株式等エクスポジャに関する次に掲げる事項七出資等又は株式等エクスポジャに関する次に掲げる事項ー ー ー ー

特定取引に係るものを除く第四条第四項第八号において同じ 特定取引に係るものを除く第四条第四項第八号において同じ。 。 。 。

） ）

イ貸借対照表計上額及び時価並びに次に掲げる事項に係る貸借イ貸借対照表計上額時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照、

対照表計上額 表計上額

(1) ・(2) （ ） (1) ・(2) （ ）略 略

（ ） （ ）ロホ略 ロホ略～ ～

・ （ ） （ ）八九略 八・九略

単体自己資本比率を算出する場合における中間事業年度の開示事単体自己資本比率を算出する場合における中間事業年度の開示事（ （

） ）項 項
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第三条前条第三項第一号から第九号までを除くの規定は規第三条規則第八十三条第一項第五号ニに規定する自己資本の充実の（ ）。 、

則第八十三条第一項第五号ニに規定する自己資本の充実の状況につ状況について経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める、

いて経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める事項直事項のうち中間事業年度に係る説明書類に記載すべき事項は前（、 、 、

近の二中間事業年度株式会社商工組合中央金庫法平成十九年法条第二項に定める自己資本の構成に関する開示事項同条第三項第（ （ 、

律第七十四号第五十一条に規定する中間事業年度をいうに係十号に定める貸借対照表の科目が同条第二項に定める自己資本の構） ）

。

るものに限るについて準用するこの場合において前条第二成に関する開示事項である別紙様式第一号に記載する項目のいずれ）。 。 、

項中前項とあるのは第三条の規定により読み替えて準用するに相当するかについての説明及び同条第四項に定める定量的な開示「 」 「

」 「 」 「第二条第一項と同条第三項中第一項の定性的なとあるのは事項とするこの場合において同条第三項第十号及び第四項中、 。 、

第三条の規定により読み替えて準用する第二条第一項の定性的な貸借対照表とあるのは中間貸借対照表と同項中損益計算「 」 「 」 「、

と同項第十号中貸借対照表とあるのは中間貸借対照表書とあるのは中間損益計算書と読み替えるものとする」 「 」 「 」 」 「 」、 。

と同条第四項中第一項の定量的なとあるのは第三条の規定２前項に規定する中間事業年度に係る説明書類に記載すべき事項の「 」 「、

により読み替えて準用する第二条第一項の定量的なと同項第一うち前条第二項に定める自己資本の構成に関する開示事項は別」 、 、 、

号ハ中この条及び第四条とあるのはこの条と同号ヘ中紙様式第一号により作成しなければならない「 」 「 」 「、 。

をいう第六条第一項第七号において同じとあるのはをいう」 「。 。

と同項第七号中除く第四条第四項第八号において同じ」 「。 、 。 。

」 「 」 「 」 「とあるのは除くと同号イ中貸借対照表とあるのは。 、

中間貸借対照表と同号ハ中貸借対照表で認識されかつ損」 「、 、 、

益計算書とあるのは中間貸借対照表で認識されかつ中間損」 「 、 、

益計算書と同号ニ中貸借対照表及び損益計算書とあるのは」 「 」、

中間貸借対照表及び中間損益計算書と読み替えるものとする「 」 。

（ （ ）連結自己資本比率を算出する場合における連結会計年度の開示事連結自己資本比率を算出する場合における事業年度の開示事項

）項
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第四条規則第八十四条第三号ハに規定する自己資本の充実の状況に第四条規則第八十四条第三号ハに規定する自己資本の充実の状況に

ついて経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める事項ついて経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める事項の（、 、

直近の二連結会計年度連結財務諸表の作成に係る期間をいう うち事業年度に係る説明書類に記載すべき事項は次項に定める（ ）

。

、 、

に係るものに限るは自己資本の構成に関する開示事項定性自己資本の構成に関する開示事項第三項に定める定性的な開示事）。 、 、 、

的な開示事項及び定量的な開示事項とする 項及び第四項に定める定量的な開示事項とする。 。

２前項の自己資本の構成に関する開示事項は別紙様式第二号によ２自己資本の構成に関する開示事項は別紙様式第二号により作成、 、

り作成しなければならない しなければならない。 。

３第一項の定性的な開示事項は次に掲げる事項とする ３定性的な開示事項は次の各号に掲げる事項とする、 。 、 。

一連結の範囲に関する次に掲げる事項 一連結の範囲に関する次に掲げる事項

イ自己資本比率告示第三条の規定により連結自己資本比率を算イ自己資本比率告示第三条に規定する連結自己資本比率を算出
（ 「 」 （ 「 」 ）出する対象となる会社の集団以下連結グルプという する対象となる会社の集団以下連結グルプというー 。 ー 。

に属する会社と連結財務諸表規則第五条に基づき連結の範囲 に属する会社と連結財務諸表の用語様式及び作成方法に関す） 、

以下会計連結範囲というに含まれる会社との相違点 る規則昭和五十一年大蔵省令第二十八号以下連結財務諸（ 「 」 ） （ 「。 。

及び当該相違点の生じた原因 表規則というに基づき連結の範囲以下会計連結範囲」 ） （ 「。

というに含まれる会社との相違点及び当該相違点の生じ」 ）。

た原因

（ ） （ ）ロホ略 ロホ略～ ～

（ ） （ ）二十略 二十略～ ～

十一自己資本比率告示第三条の規定に従い連結財務諸表を作成し十一自己資本比率告示第三条の規定に従い連結財務諸表を作成し

たと仮定した場合における連結貸借対照表の各科目の額及びこれたと仮定した場合における連結貸借対照表の各科目の額及びこれ

らの科目が自己資本の構成に関する開示事項である別紙様式第二らの科目が前項に定める自己資本の構成に関する開示事項である

号に記載する項目のいずれに相当するかについての説明 別紙様式第二号に記載する項目のいずれに相当するかについての

説明
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４第一項の定量的な開示事項は次に掲げる事項とする ４定量的な開示事項は次の各号に掲げる事項とする、 。 、 。

一その他金融機関等自己資本比率告示第八条第八項第一号に規一その他金融機関等であって商工組合中央金庫の子法人等である（

定するその他金融機関等をいうであって商工組合中央金庫のもののうち規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要）。 、

子法人等であるもののうち規制上の所要自己資本を下回った会自己資本を下回った額の総額、

社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

（ ） （ ）二略 二略

三信用リスク信用リスク・アセットのみなし計算が適用される三信用リスク信用リスク・アセットのみなし計算が適用される（ （

エクスポジャ及び証券化エクスポジャを除くに関すエクスポジャ及び証券化エクスポジャを除くに関す） ）ー ー ー ー 。 ー ー ー ー 。

る次に掲げる事項 る次に掲げる事項

（ ） （ ）イホ イホ略～ 略 ～

ヘ標準的手法が適用されるエクスポジャについてリスクヘ標準的手法が適用されるエクスポジャについてリスクー ー 、 ー ー 、

・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した ・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した

後の残高格付が付与されている信用供与の割合が信用供与の 後の残高格付が付与されている信用供与の割合が信用供与の（ （

額全体の一パセント未満である場合には区分を要しない 額全体の一パセント未満である場合には区分を要しないー 、 。 ー 、 。

並びに自己資本比率告示第六十条第二項第二号第百六十条 並びに自己資本比率告示第六十条第二項第二号第百六条） ）、 、 、

第二項第二号及び第二百三十条第一項自己資本比率告示第百 第百六十条第二項第二号及び第二百三十条自己資本比率告示（ （

六条第百八条及び第百十七条第一項において準用する場合に 第百八条及び第百十七条第一項において準用する場合に限る、 。

限るの規定により千二百五十パセントのリスク・ウェイ の規定により千二百五十パセントのリスク・ウェイトが適） ）。 ー ー

トが適用されるエクスポジャの額 用されるエクスポジャの額ー ー ー ー

（ ） （ ）ト略 ト略

チ内部格付手法が適用されるポトフォリオについて次に掲チ内部格付手法が適用されるポトフォリオについて次に掲ー 、 ー 、

げるエクスポジャの区分に応じそれぞれ次に定める事項 げる事項信用リスク削減手法を用いた場合はこれを反映す（ー ー 、 、

（ ）信用リスク削減手法を用いた場合はこれを反映するものと るものとする、 。
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）する。

(1) (3) （ ） (1) (3) （ ）略 略～ ～

（ ） （ ）リ略 リ略

ヌ内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポジャソヌ内部格付手法を適用する事業法人向けエクスポジャソー ー、 ー ー、

ブリン向けエクスポジャ金融機関等向けエクスポジャ ブリン向けエクスポジャ金融機関等向けエクスポジャー ー、 ー ー ー、 ー

方式を適用する株式等エクスポジャ居住用 方式を適用する株式等エクスポジャ居住用PD/LGD PD/LGDー、 ー ー、 ー、 ー ー、

不動産向けエクスポジャ適格リボルビング型リテル向 不動産向けエクスポジャ適格リボルビング型リテル向ー ー、 ー ー ー、 ー

けエクスポジャ及びその他リテル向けエクスポジャ けエクスポジャ及びその他リテル向けエクスポジャー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

ごとの長期にわたる損失額の推計値と実績値との対比 ごとの長期にわたる損失額の推計値と実績値の対比

四信用リスク削減手法に関する次に掲げる事項 四信用リスク削減手法に関する次に掲げる事項

イ標準的手法又は基礎的内部格付手法が適用されるポトフォイ標準的手法又は基礎的内部格付手法が適用されるポトフォー ー

リオについて次に掲げる信用リスク削減手法が適用されたエ リオについて次に掲げる信用リスク削減手法が適用されたエ、 、

クスポジャ信用リスク削減手法の効果が勘案された部分 クスポジャ信用リスク削減手法の効果が勘案された部分（ （ー ー ー ー

に限るの額包括的手法を採用しかつボラティリティ に限るの額包括的手法を採用しかつボラティリティ） （ ） （。 、 、 。 、 、

調整率によるエクスポジャの額の上方調整を行っている場 調整率によるエクスポジャの額の上方調整を行っている場ー ー ー ー

合は当該上方調整額に相当する額を減額した額基礎的内 合は当該上方調整額に相当する額を減額した額基礎的内） （ ） （、 、

部格付手法が適用されるポトフォリオについては事業法人 部格付手法が適用されるポトフォリオについては事業法人ー 、 ー 、

向けエクスポジャソブリン向けエクスポジャ及び金 向けエクスポジャソブリン向けエクスポジャ及び金ー ー、 ー ー ー ー、 ー ー

融機関等向けエクスポジャごとに開示することを要する 融機関等向けエクスポジャごとに開示することを要するー ー 。 ー ー 。

） ）
(1) （ ） (1) （ ）略 略

適格資産担保基礎的内部格付手法が適用されるポトフ 適格資産担保商工組合中央金庫が基礎的内部格付手法を(2) （ (2) （ー

） ）ォリオに係るものに限る 採用する場合に限る。 。
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（ ） （ ）ロ略 ロ略

（ ） （ ）五略 五略

六証券化エクスポジャに関する次に掲げる事項 六証券化エクスポジャに関する次に掲げる事項ー ー ー ー

イ連結グルプがオリジネタである場合における信用リスイ連結グルプがオリジネタである場合における信用リスー ー ー ー ー ー

ク・アセットの算出対象となる証券化エクスポジャに関す ク・アセットの算出対象となる証券化エクスポジャに関すー ー ー ー

る次に掲げる事項 る次に掲げる事項

(1) (8) （ ） (1) (8) （ ）略 略～ ～

自己資本比率告示第二百三十条第一項の規定により千二百 自己資本比率告示第二百三十条の規定により千二百五十パ(9) (9)

五十パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エク セントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー ー ー

スポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳 ジャの額及び主な原資産の種類別の内訳ー ー ー

(10) (12) （ ） (10) (12) （ ）略 略～ ～

ロ連結グルプが投資家である場合における信用リスク・アセロ連結グルプが投資家である場合における信用リスク・アセー ー

ットの算出対象となる証券化エクスポジャに関する次に掲 ットの算出対象となる証券化エクスポジャに関する次に掲ー ー ー ー

げる事項 げる事項

(1) ・(2) （ ） (1) ・(2) （ ）略 略

自己資本比率告示第二百三十条第一項の規定により千二百 自己資本比率告示第二百三十条の規定により千二百五十パ(3) (3)

五十パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エク セントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポー ー ー

スポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳 ジャの額及び主な原資産の種類別の内訳ー ー ー

(4) ・(5) （ ） (4) ・(5) （ ）略 略

ハ連結グルプがオリジネタである場合におけるマケッハ連結グルプがオリジネタである場合におけるマケッー ー ー ー ー ー ー ー

ト・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャに ト・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャにー ー ー ー

関する次に掲げる事項 関する次に掲げる事項

(1) (8) （ ） (1) (8) （ ）略 略～ ～
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自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項において読み 自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項の規定により(9) (9)

替えて準用する自己資本比率告示第二百三十条第一項第二 百パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクス（ ー

号を除くの規定により百パセントのリスク・ウェイト ポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳）。 ー ー ー

が適用される証券化エクスポジャの額及び主な原資産のー ー

種類別の内訳

(10) （ ） (10) （ ）略 略

ニ連結グルプが投資家である場合におけるマケット・リスニ連結グルプが投資家である場合におけるマケット・リスー ー ー ー

ク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャに関する次 ク相当額の算出対象となる証券化エクスポジャに関する次ー ー ー ー

に掲げる事項 に掲げる事項

(1) (3) （ ） (1) (3) （ ）略 略～ ～

自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項において読み 自己資本比率告示第二百八十五条の五第二項の規定により(4) (4)

替えて準用する自己資本比率告示第二百三十条第一項第二 百パセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクス（ ー

号を除くの規定により百パセントのリスク・ウェイト ポジャの額及び主な原資産の種類別の内訳）。 ー ー ー

が適用される証券化エクスポジャの額及び主な原資産のー ー

種類別の内訳

（ ） （ ）七略 七略

八出資等又は株式等エクスポジャに関する次に掲げる事項八出資等又は株式等エクスポジャに関する次に掲げる事項ー ー ー ー

イ連結貸借対照表計上額及び時価並びに次に掲げる事項に係るイ連結貸借対照表計上額時価及び次に掲げる事項に係る連結、

連結貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

(1) ・(2) （ ） (1) ・(2) （ ）略 略

（ ） （ ）ロホ略 ロホ略～ ～

（ ） （ ）九・十略 九・十略
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連結自己資本比率を算出する場合における中間連結会計年度の開連結自己資本比率を算出する場合における中間事業年度の開示事（ （

） ）示事項 項

第五条前条第三項第二号から第十号までを除くの規定は規第五条規則第八十四条第三号ハに規定する自己資本の充実の状況に（ ）。 、

則第八十四条第一項第三号ハに規定する自己資本の充実の状況につついて経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める事項の、

いて経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める事項直うち中間事業年度に係る説明書類に記載すべき事項は前条第二（、 、 、

近の二中間連結会計年度中間連結財務諸表の作成に係る期間をい項に定める自己資本の構成に関する開示事項同条第三項第一号に（ 、

うに係るものに限るについて準用するこの場合において定める連結の範囲に関する事項同項第十一号に定める自己資本比

。

） ）。 。 、

前条第二項中前項とあるのは第五条の規定により読み替え率告示第三条の規定に従い連結財務諸表を作成したと仮定した場合「 」 「、

て準用する第四条第一項と同条第三項中第一項の定性的なにおける連結貸借対照表の各科目の額及びこれらの科目が前条第二」 「 」、

とあるのは第五条の規定により読み替えて準用する第四条第一項項に定める自己資本の構成に関する開示事項である別紙様式第二号「

の定性的なと同項第十一号中連結貸借対照表とあるのはに記載する項目のいずれに相当するかについての説明並びに同条第」 「 」 「、

中間連結貸借対照表と同条第四項中第一項の定量的なとあ四項に定める定量的な開示事項とするこの場合において同条第」 「 」、 。 、

るのは第五条の規定により読み替えて準用する第四条第一項の定三項第十一号及び第四項中連結貸借対照表とあるのは中間連「 「 」 「

量的なと同項第二号ヘ中をいう第六条第一項第七号におい結貸借対照表と同項中連結損益計算書とあるのは中間連」 「 」 「 」 「、 。 、

て同じとあるのはをいうと同項第八号イ中連結貸借結損益計算書と読み替えるものとする」 「 」 「 」。 。 、 。

対照表とあるのは中間連結貸借対照表と同号ハ中連結貸２前項に規定する中間事業年度に係る説明書類に記載すべき事項の」 「 」 「、

借対照表で認識されかつ連結損益計算書とあるのは中間連うち前条第二項に定める自己資本の構成に関する開示事項は別」 「、 、 、 、

結貸借対照表で認識されかつ中間連結損益計算書と同号ニ紙様式第二号により作成しなければならない」、 、 、 。

中連結貸借対照表及び連結損益計算書とあるのは中間連結貸「 」 「

借対照表及び中間連結損益計算書と読み替えるものとする」 。

（ ） （ ）四半期の開示事項 四半期の開示事項

第六条規則第八十六条に規定する経済産業大臣財務大臣及び金融第六条規則第八十六条に規定する経済産業大臣財務大臣及び金融、 、



-
-

1
3

庁長官が別に定める事項は次に掲げる事項とする 庁長官が別に定める事項は次の各号に掲げる事項とする、 。 、 。

（ ） （ ）一七略 一七略～ ～

八単体における自己資本の構成に関する開示事項 八第二条第二項に定める自己資本の構成に関する開示事項

九貸借対照表の科目が前号の自己資本の構成に関する開示事項で九第二条第三項第十号に掲げる事項

ある別紙様式第一号に記載する項目のいずれに相当するかについ

ての説明

十連結における自己資本の構成に関する開示事項 十第四条第二項に定める自己資本の構成に関する開示事項

十一自己資本比率告示第三条の規定に従い連結財務諸表を作成し十一第四条第三項第十一号に掲げる事項

たと仮定した場合における連結貸借対照表の各科目の額及びこれ

らの科目が前号の自己資本の構成に関する開示事項である別紙様

式第二号に記載する項目のいずれに相当するかについての説明

（ ） （ ）十二・十三略 十二・十三略

２前項第八号に掲げる事項は別紙様式第一号により同項第十号に２前項第八号に掲げる事項は別紙様式第一号により作成し同項第、 、

掲げる事項は別紙様式第二号により同項第十二号に掲げる事項は十号に掲げる事項は別紙様式第二号により作成し同項第十二号に、 、

別紙様式第三号によりそれぞれ作成するものとする 掲げる事項は別紙様式第三号により作成しなければならない。 。

（ ） （ ）３略 ３略

附則 附則

（ ）適用時期

第一条この告示は平成十九年十月一日から適用するただし第この告示は平成十九年十月一日から適用するただし第六条の、 。 、 、 。 、

六条の規定は平成二十一年四月一日以後に開始する事業年度に係規定は平成二十一年四月一日以後に開始する事業年度に係る規則第、 、

る規則第八十六条に規定する主務大臣等が別に定める事項について八十六条に規定する主務大臣等が別に定める事項について適用する。

適用する。
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（ ）自己資本の構成に関する開示事項に係る経過措置

（ ）第二条経済産業省・財務省・内閣府関係株式会社商工組合中央金庫新設

法施行規則第八十三条第一項第五号ニ第八十四条第三号ハ及び第、

八十六条の規定に基づき自己資本の充実の状況等について経済産、

業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定める事項の一部を改正す、

金融庁
する告示平成二十六年財務省告示第一号第二項及び第三項（

。

経済産業省

において平成二十六年改正告示というの適用の日から平成「 」 ）。

三十年三月三十日までの間における第二条第二項第三条において（

読み替えて準用する場合を含む第二条第三項第十号第三条） （。 、

において読み替えて準用する場合を含む及び第六条第一項第九）。

号の規定の適用についてはこれらの規定中別紙様式第一号と「 」、

あるのは附則別紙様式第一号とする「 」、 。

２平成二十六年改正告示の適用の日から平成三十年三月三十日まで

の間における第四条第二項第五条において読み替えて準用する場（

合を含む第四条第三項第十一号第五条において読み替えて） （。 、

準用する場合を含む及び第六条第一項第十一号の規定の適用に）。

ついてはこれらの規定中別紙様式第二号とあるのは附則「 」 「、 、

別紙様式第二号とする」 。

３平成二十六年改正告示の適用の日から平成三十年三月三十日まで

の間における第六条第二項の規定の適用については同項中別紙「、

様式第一号により同項第十号に掲げる事項は別紙様式第二号と」、

あるのは附則別紙様式第一号により同項第十号に掲げる事項「、 、
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は附則別紙様式第二号とする」 。
（ ） （ ）別紙様式第二号 別紙様式第二号

（ ） （ ）単位百万円％ 単位百万円％： 、 ： 、

国際様式の 国際様式の

項目 該当番号項目 該当番号

（ ） （ ）略 略

1 （ ） 1 （ ）普通株式等資本に係る調整項目２ 普通株式等資本に係る調整項目２Tier Tier

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）略 略 略 略 略 略

15 15退職給付に係る資産の額 前払年金費用の額

（ ） （ ）略 略

（ ） （ ） （ ） （ ）注略 注略
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○ 経 済 産 業 省 ・ 財 務 省 ・ 内 閣 府 関 係 株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 法 施 行 規 則 第 八 十 三 条 第 一 項 第 五 号 ニ 、 第 八 十 四 条 第 三 号 ハ 及 び 第 八 十 六 条 の

規 定 に 基 づ き 、 自 己 資 本 の 充 実 の 状 況 等 に つ い て 経 済 産 業 大 臣 、 財 務 大 臣 及 び 金 融 庁 長 官 が 別 に 定 め る 事 項 の 一 部 を 改 正 す る 告 示 （ 平 成 二 十

五 年 金 融 庁 ・ 財 務 省 ・ 経 済 産 業 省 告 示 第 四 号 ） （ 附 則 第 二 条 関 係 ）

改 正 案 現 行

附則 附則

（ ）適用時期

この告示は平成二十五年三月三十一日から適用する 第一条この告示は平成二十五年三月三十一日から適用する、 。 、 。

（ ）自己資本の構成に関する開示事項に係る経過措置

削る 第二条この告示による改正後の経済産業省・財務省・内閣府関係株（ ）

式会社商工組合中央金庫法施行規則第八十三条第一項第五号ニ第、

八十四条第三号ハ及び第八十六条の規定に基づき自己資本の充実、

の状況等について経済産業大臣財務大臣及び金融庁長官が別に定、

める事項以下新告示という第二条第二項第三条第二項（ 「 」 ）。 、

又は第六条第二項の規定に基づき別紙様式第一号により作成するも

のは平成三十年三月三十日までの間は附則別紙様式第一号によ、 、

り作成しなければならない。

２新告示第四条第二項第五条第二項又は第六条第二項の規定に基、

づき別紙様式第二号により作成するものは平成三十年三月三十日、

までの間は附則別紙様式第二号により作成しなければならない、 。

（ ） （ ）削る 附則別紙様式第一号
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（ ）略
（ ） （ ）削る 附則別紙様式第二号

（ ）略


